
岐阜県過疎地域持続的発展方針 変更箇所対照表 

変更箇所 

（変更後案

の頁、行） 

新たな方針案 現行方針 

1頁 27行 なお、本方針は、本県としての政策の方向性を示す「清流の国ぎふ」創生

総合戦略のほか、個別の政策分野における政策の方向性を示すぎふ農業・農

村基本計画、岐阜県森林づくり基本計画、         岐阜県保健医

療計画、岐阜県こども計画、岐阜県教育振興基本計画等を踏まえ、策定する

ものである。 

なお、本方針は、本県としての政策の方向性を示す「清流の国ぎふ」創生

総合戦略のほか、個別の政策分野における政策の方向性を示すぎふ農業・農

村基本計画、岐阜県森林づくり基本計画、県土整備ビジョン、岐阜県保健医

療計画、岐阜県少子化対策基本計画、岐阜県教育振興基本計画等を踏まえ、

策定するものである。 

６頁６行 また、一人当たりの市町村民所得では、令和４年度の県平均が 3,192 千円

であるのに対して、過疎地域の市町村（一部過疎地域においては、市町村全

域の数値）の平均は 3,116千円であり、県平均に対して 97.6％と格差がある。 

また、一人当たりの市町村民所得では、令和元年度の県平均が 3,035 円で

あるのに対して、過疎地域の市町村（一部過疎地域においては、市町村全域

の数値）の平均は 2,876千円であり、県平均に対して 94.7％と格差がある。 

６頁 12行 

  【出典】2022 年（令和 4 年）市町村民経済計算結果 

  
市町村民所得 
（百万円） 

人口 
（人） 

一人当たり所得 
（千円） 

過疎地域（2022（R4）） 1,596,128 512,223 3,116 

県全体（2022（R4）） 6,210,408 1,945,763 3,192 

【出典】2019年（令和元年）市町村民経済計算結果 

  
市町村民所得 
（百万円） 

人口 
（人） 

一人当たり所得 
（千円） 

過疎地域（2019（R1）） 1,539,941 535,404 2.876 

県全体（2019（R1）） 6,046,598 1,992,463 3,035 

７頁２行 令和５年度決算における、歳入総額に占める地方税の割合は、過疎地域で

は 21.6％であり、県全体では 30.1％となっている。また、地方公共団体の財

政力を表す財政力指数も過疎地域では 0.39 であり、県全体では 0.55 となっ

ている。 

過疎地域においては財源の多くを地方交付税や、国・県からの支出金等に

頼らざるを得ない状況となっている。 

 

 

 

 
 

【出典】2023年度（令和 5年度）岐阜県市町村普通会計の決算状況 

 
財政力指数 

歳入総額に占める 
地方税の割合 

過疎地域 0.39 21.6% 

県全体 0.55 30.1% 

令和２年度決算における、歳入総額に占める地方税の割合は、過疎地域で

は 22.2％であり、県全体では 30.0％となっている。また、地方公共団体の財

政力を表す財政力指数も過疎地域では 0.42 であり、県全体では 0.59 となっ

ている。 

過疎地域においては財源の多くを地方交付税や、国・県からの支出金等に

頼らざるを得ない状況となっている。 

 

 

 

 
 

【出典】2020年度（令和 2年度）岐阜県市町村普通会計の決算状況 
 

 財政力指数 
歳入総額に占める 
地方税の割合 

過疎地域 0.42 22.2% 

県全体 0.59 30.0% 



10頁７行 ○ 道路の整備、維持管理については、地域の生活を支えるだけでなく、物

流や観光、地域経済の持続的発展の基盤となるものであるため、積雪地域

における冬期交通の安全確保など地域の実情を踏まえながら、限られた予

算の中で効果が現れるよう進めるとともに、ＩＣＴ等の活用による生産性

の向上を図る。 

○ 道路の整備、維持管理については、地域の生活を支えるだけでなく、物

流や観光、地域経済の持続的発展の基盤となるものであるため、                   

             地域の実情を踏まえながら、限られた予算の 

中で効果が現れるよう進めるとともに、ＩＣＴ等の活用による生産性の向 

上を図る。 

12頁５行 ○ 道路、農道、農業用ため池、河川構造物等の改修や耐震化を進めるとと

もに、災害時における人員・物資の輸送を円滑かつ確実に実施するため、

緊急輸送道路の整備を進める。 

○    農道、農業用ため池、河川構造物等の改修や耐震化を進めるとと

もに、災害時における人員・物資の輸送を円滑かつ確実に実施するため、

緊急輸送道路の整備を進める。 

12頁８行 （削除） ○ 自然災害等から命を守る予防対策の充実や速やかな応急復旧を図る体制

づくりなど防災・危機管理体制の更なる強化を進める。 

12頁８行 ○ 自助・共助の意識の醸成を図り、要配慮者の避難支援や住民による地区

防災計画の作成など、住民全体の防災活動を支援する。 

（追加） 

12頁 12行 ○ 防災士や消防団員など、地域において防災リーダーとなり得る人材の育

成・確保を図る。 

○ 地域防災の要である消防団員や防災士、地域防災リーダーなどの防災人

材の育成・確保を図る。 

13頁 17行 ○ 市町村において、妊娠期から子育て期にわたる相談や支援を行う母子保

健機能と、支援を要する子どもやその家族などを対象に実情の把握や相談、

支援を行う児童福祉機能の２つを統合した「こども家庭センター」の設置

を進めるとともに、機能充実を図る。 

○ 子育て世代包括支援センターなどにおいて妊娠期から子育て期にわたる

相談や支援を行うとともに、子どもやその家族などを対象に、実情の把握、

情報の提供、相談など必要な支援を行うための子ども家庭総合支援拠点の

設置を進める。 

13頁 31行 ○ 貧困の世代間連鎖を断ち切るため、「子ども食堂」や「学習支援」などの

子どもの居場所づくりを通じて、課題を抱える子どもに対して学習面、生

活面の支援を行うとともに、ひとり親家庭に対する相談支援、自立支援の

強化を図る。 

○ 貧困の世代間連鎖を断ち切るため、地域における総合的な支援や課題を

抱える子どもに対する学習面、生活面の支援      、ひとり親家庭

に対する相談支援、自立支援の強化を図る。 

14頁 28行 ○ 都市部における地方回帰志向の高まりとデジタルシフトの流れに呼応

し、テレワーク施設やサテライトオフィス等を活用した生活体験プラン、

及び体験ツアーの実施、移住経費の支援など、移住促進の取組みを推進す

る。 

○ 都市部における地方回帰志向の高まりとデジタルシフトの流れに呼応

し、テレワーク施設やサテライトオフィス等を活用した生活体験プラン、

及び体験ツアーの実施、移住経費の支援などにより、新次元の地方分散を

実現する。 



15頁 13行 〇新たな担い手の育成・確保に向け、参入障壁の引き下げや参入促進等を行

うとともに、引き続き、就農希望者に対し、就農相談から研修、就農、定

着までを一貫して支援する。 

〇「アグリパーク構想」の推進により、兼業・副業など多様な形で農業に携

わる人材の確保等に取り組む。 

（追加） 

15頁 13行 （削除） ○ 地域の特性を活かした農畜水産物の生産拡大と品質向上を推進するとと

もに、都市部や海外などにおける新たな需要拡大に向けた取組を推進する。 

15頁 19行 ○ 食料自給率の向上に向けて、地域の実情に即した生産性の向上を図ると

ともに、ＩＣＴやＡＩ等を活用したスマート農業の導入などを進める。 

○ 農畜水産物の生産基盤の強化や生産性の向上を図るための施設整備、Ｉ

ＣＴやＡＩ等を活用したスマート農業の導入などを進め、経営規模拡大や

高品質生産を進める。 

15頁 21行 ○ 地域の特性を活かした農畜水産物の生産拡大と品質向上を推進するとと

もに、国内、海外など、市場ごとの多様な流通ルートの展開を促進する。 

 

（追加） 

15頁 21行 （削除） ○ 就農希望者に対し、就農相談から研修、就農、定着までを一貫して支援

するとともに、集落営農組織、農業参入法人など地域農業を支える多様な

担い手の育成・確保を図る。 

15頁 23行 ○ 農地の保全や災害に強い農村整備のほか、鳥獣被害対策の推進、遊休農

地の活用などに取り組み、農業・農村が持つ多面的機能の維持・増進を図

る。 

○ 農地の保全や災害に強い農村整備のほか、鳥獣被害対策の推進、遊休農

地の解消などに取り組み、農業・農村が持つ多面的機能の維持・増進を図

る。 

16頁 16行 ○ 「岐阜県中小企業人材確保センター」を核とした企業と求職者とのマッ

チングの実施や合同企業展の開催により、地域の産業の担い手の確保・育

成を図る。 

○ 地域の産業の担い手の確保・育成を図るため、企業と求職者とのマッチ

ング支援や合同企業説明会を実施するほか、従業員を対象とした業界のニ

ーズを踏まえた研修などを開催する。 



参考資料 
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参考資料 

９頁 

  

年齢階層別人口（１９８０年（昭和５５年））

構成比 構成比 構成比

16,649 3,535 21.2% 10,783 64.8% 2,331 14.0%

旧清見村 2,551 528 20.7% 1,606 63.0% 417 16.3%

旧荘川村 1,694 370 21.8% 1,102 65.1% 222 13.1%

旧久々野町 4,408 981 22.3% 2,891 65.6% 536 12.2%

旧朝日村 2,401 456 19.0% 1,553 64.7% 392 16.3%

旧高根村 1,114 202 18.1% 774 69.5% 138 12.4%

旧上宝村 4,481 998 22.3% 2,857 63.8% 626 11.9%

12,733 2,372 18.6% 8,164 64.1% 2,197 17.3%

旧洞戸村 2,706 581 21.5% 1,669 61.7% 456 16.9%

旧板取村 2,301 348 15.1% 1,531 66.5% 422 18.3%

旧武儀町 4,758 908 19.1% 3,043 64.0% 807 17.0%

旧上之保村 2,968 535 18.0% 1,921 64.7% 512 17.3%

13,123 2,779 21.2% 8,454 64.4% 1,890 14.4%

旧坂下町 6,368 1,426 22.4% 4,112 64.6% 830 13.0%

旧川上村 987 172 17.4% 676 68.5% 139 14.1%

旧加子母村 3,620 748 20.7% 2,285 63.1% 587 16.2%

旧山口村 2,148 433 20.4% 1,381 66.3% 334 15.5%

18,536 3,977 21.5% 11,990 64.7% 2,569 13.9%

旧山岡町 5,974 1,302 21.8% 3,927 65.7% 745 12.5%

旧明智町 7,773 1,762 22.7% 5,065 65.2% 946 12.2%

旧串原村 1,225 233 19.0% 765 62.4% 227 18.5%

旧上矢作町 3,564 680 19.1% 2,233 62.7% 651 18.3%

10,832 2,327 21.5% 7,023 64.8% 1,482 13.7%

旧美山町 10,832 2,327 21.5% 7,023 64.8% 1,482 13.7%

飛騨市 36,100 7,794 22% 23,563 65.3% 4,743 13.1%

本巣市 3,202 722 22.5% 1,912 59.7% 568 17.7%

旧根尾村 3,202 722 22.5% 1,912 59.7% 568 17.7%

52,690 11,448 21.7% 33,637 63.8% 7,605 14.4%

下呂市 42,581 9,289 21.8% 27,579 64.8% 5,713 13.4%

8,612 1,992 23.1% 5,539 64.3% 1,081 12.6%

旧平田町 8,612 1,992 23.1% 5,539 64.3% 1,081 12.6%

関ケ原町 10,483 2,457 23.4% 6,924 66.0% 1,102 10.5%

揖斐川町 31,171 6,772 21.7% 20,155 64.7% 4,244 13.6%

6,435 1,357 21.1% 4,084 63.5% 994 15.4%

15,451 3,235 20.9% 9,846 63.7% 2,370 15.3%

12,922 2,754 21.3% 8,068 62.4% 2,100 16.3%

3,578 758 21.2% 2,184 61.0% 636 17.8%

2,132 495 23.2% 1,334 62.6% 303 14.2%

297,230 64,063 21.6% 191,239 64.3% 41,928 14.1%

1,665,025 178,196 10.7% 1,108,133 66.6% 147,967 8.9%

1,962,255 472,903 24.1% 1,299,372 66.2% 189,895 9.7%県　　計

白川町

東白川村

白川村

過疎地域　計

その他の地域　計

山県市

郡上市

海津市

七宗町

八百津町

65歳以上

高山市

関市

中津川市

恵那市

市町村 総人口
０～14歳 15～64歳

年齢階層別人口（１９８０年（昭和５５年））

構成比 構成比 構成比

16,649 3,535 21.2% 10,783 64.8% 2,331 14.0%

旧清見村 2,551 528 20.7% 1,606 63.0% 417 16.3%

旧荘川村 1,694 370 21.8% 1,102 65.1% 222 13.1%

旧久々野町 4,408 981 22.3% 2,891 65.6% 536 12.2%

旧朝日村 2,401 456 19.0% 1,553 64.7% 392 16.3%

旧高根村 1,114 202 18.1% 774 69.5% 138 12.4%

旧上宝村 4,481 998 22.3% 2,857 63.8% 626 11.9%

12,733 2,372 18.6% 8,164 64.1% 2,197 17.3%

旧洞戸村 2,706 581 21.5% 1,669 61.7% 456 16.9%

旧板取村 2,301 348 15.1% 1,531 66.5% 422 18.3%

旧武儀町 4,758 908 19.1% 3,043 64.0% 807 17.0%

旧上之保村 2,968 535 18.0% 1,921 64.7% 512 17.3%

13,123 2,779 21.2% 8,454 64.4% 1,890 14.4%

旧坂下町 6,368 1,426 22.4% 4,112 64.6% 830 13.0%

旧川上村 987 172 17.4% 676 68.5% 139 14.1%

旧加子母村 3,620 748 20.7% 2,285 63.1% 587 16.2%

旧山口村 2,148 433 20.4% 1,381 66.3% 334 15.5%

18,536 3,977 21.5% 11,990 64.7% 2,569 13.9%

旧山岡町 5,974 1,302 21.8% 3,927 65.7% 745 12.5%

旧明智町 7,773 1,762 22.7% 5,065 65.2% 946 12.2%

旧串原村 1,225 233 19.0% 765 62.4% 227 18.5%

旧上矢作町 3,564 680 19.1% 2,233 62.7% 651 18.3%

10,832 2,327 21.5% 7,023 64.8% 1,482 13.7%

旧美山町 10,832 2,327 21.5% 7,023 64.8% 1,482 13.7%

飛騨市 36,100 7,794 22% 23,563 65.3% 4,743 13.1%

本巣市 3,202 722 22.5% 1,912 59.7% 568 17.7%

旧根尾村 3,202 722 22.5% 1,912 59.7% 568 17.7%

52,690 11,448 21.7% 33,637 63.8% 7,605 14.4%

下呂市 42,581 9,289 21.8% 27,579 64.8% 5,713 13.4%

8,612 1,992 23.1% 5,539 64.3% 1,081 12.6%

旧平田町 8,612 1,992 23.1% 5,539 64.3% 1,081 12.6%

関ケ原町 10,483 2,457 23.4% 6,924 66.0% 1,102 10.5%

揖斐川町 31,171 7,833 25.1% 19,326 62.0% 4,012 12.9%

6,435 1,357 21.1% 4,084 63.5% 994 15.4%

15,451 3,235 20.9% 9,846 63.7% 2,370 15.3%

12,922 2,754 21.3% 8,068 62.4% 2,100 16.3%

3,578 758 21.2% 2,184 61.0% 636 17.8%

2,132 495 23.2% 1,334 62.6% 303 14.2%

297,230 65,124 21.9% 190,410 64.1% 41,696 14.0%

1,665,025 178,196 10.7% 1,108,962 66.6% 148,199 8.9%

1,962,255 472,903 24.1% 1,299,372 66.2% 189,895 9.7%

市町村 総人口
０～14歳 15～64歳 65歳以上

高山市

関市

中津川市

恵那市

山県市

郡上市

海津市

七宗町

八百津町

県　　計

白川町

東白川村

白川村

過疎地域　計

その他の地域　計
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（追加） 過疎地域持続的発展計画（市町村計画）事業実績（過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法）

（単位：百万円）

2021
(R3)

2022
(R4)

2023
(R5)

2024
(R6)

計

1
移住・定住・地域間交流の促進
人材育成

247 311 339 266 1,163

2 産業の振興 2,809 5,061 4,473 4,796 17,139

3 地域における情報化 958 795 853 1,413 4,019

4 交通施設の整備、交通手段の確保 5,012 5,887 6,341 7,237 24,477

5 生活環境の整備 4,090 4,571 4,673 6,199 19,533

6
子育て環境の確保、高齢者等の保健及び福
祉の向上及び増進

1,583 1,948 1,980 2,724 8,235

7 医療の確保 900 1,261 1,159 1,725 5,045

8 教育の振興 2,358 2,192 3,352 6,392 14,294

9 集落の整備 199 737 174 705 1,815

10 地域文化の振興等 153 295 330 280 1,058

11 再生可能エネルギーの利用の推進 134 3 14 319 470

12 その他地域の持続的発展に必要な事項 125 864 563 860 2,412

18,568 23,925 24,251 32,916 99,660

うち過疎債ソフト分事業実施分 1,301 1,741 2,136 735 5,913

うち過疎債ソフト分基金積立分 0 0 0 0 0

1
移住・定住・地域間交流の促進
人材育成

19 23 23 13 78

2 産業の振興 516 677 858 1,053 3,104

3 地域における情報化 71 79 253 63 466

4 交通施設の整備、交通手段の確保 1,256 1,760 1,747 1,920 6,683

5 生活環境の整備 381 700 503 1,017 2,601

6
子育て環境の確保、高齢者等の保健及び、
福祉の向上及び増進

479 647 553 542 2,221

7 医療の確保 118 158 281 730 1,287

8 教育の振興 1,207 798 1,869 2,584 6,458

9 集落の整備 10 12 17 21 60

10 地域文化の振興等 41 64 21 42 168

11 再生可能エネルギーの利用の推進 0 0 0 237 237

12 その他地域の持続的発展に必要な事項 0 26 156 0 182

4,098 4,944 6,281 8,222 23,545

うち過疎債ソフト分事業実施分 487 605 840 428 2,360

うち過疎債ソフト分基金積立分 0 0 0 0 0

※出典：過疎計画事業実績調査
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（追加） 

※変更の内容に合わせて適宜加工して構いません。また、複数頁にわたっても構いません。この様式により難い場合は、任意様式で作成してください。 


